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第１ 平成１５年度官庁営繕関係予算概算要求の概要

１．要求の基本的考え方

官庁施設の整備にあたっては、急速な少子・高齢化、ＩＴ化の

進展、都市の再生や個性豊かで安全なまちづくり、国際的課題で

ある地球環境問題等に配意しつつ、適正な質と長期的な耐用性を

有する施設の整備を、計画的かつ着実に推進することが重要であ

る。

平成１５年度においては、長期営繕計画を基本に、「地域社会

への寄与」「環境への配慮」「災害に対する安全の確保」「利用

者の利便性の向上」及び「長期的耐用性の確保」を官庁施設整備

の政策目標とし、特に喫緊の課題である中央官庁庁舎等のＰＦＩ

方式による整備及び新地球温暖化対策推進大綱の実現に向けた環

境対策等に重点をおいて、計画的かつ効率的な施設整備を推進す

る。

このような基本的考え方のもと、経済財政諮問会議の「経済財

政運営と構造改革に関する基本方針２００２」に示されている重

点４分野を踏まえた官庁施設の整備を重点的に推進する。

(1)官庁営繕事業については、

① 人間力の向上・発揮－教育・文化、科学技術、ＩＴ

② 魅力ある都市・個性と工夫に満ちた地域社会

③ 公平で安心な高齢化社会・少子化対策

④ 循環型社会の構築・地球環境問題への対応

に重点をおいた官庁施設の整備を推進する。

(2)特定施設整備事業については、庁舎等の使用の効率化及び配置

の適正化を図るため、使用敷地等の処分財源を活用し、官庁施設

の集約・合同化等を推進する。
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２．概 算 要 求 総 括 表

（単位：百万円）

１５年度要求額 前年度予算額 倍 率
区 分 摘 要

（Ａ） （Ｂ） (Ａ／Ｂ)

一 般 会 計

・重点4分野の15年度要求額官 庁 営 繕 費 ２９，１００ ２５，０００ １．１６
百万円 百万円､24,898 (前年度20,492
を含む。・中央官庁庁舎 ２，００６ ２，６０５ ０．７７ 1.22倍)

・中央合同庁舎第7号館等PFI事業・合 同 庁 舎 ９，４５３ ７，１５２ １．３２
(国庫債務負担行為要求額)

民間資金等活用官庁営繕・一 般 庁 舎 ２，９１６ ４，３６８ ０．６７
1,018億円

・施設特別整備 １２，６６４ ９，０９１ １．３９

・附 帯 事 務 費 ２，０６１ １，７８４ １．１６

特 定 国 有 財 産
整 備 特 別 会 計

・中央合同庁舎第7号館PFI事業特定国有財産 １７，９２６ １９，１７５ ０．９３
(国庫債務負担行為要求額)整 備 費
民間資金等活用特定施設整備

16億円

計 ４７，０２６ ４４，１７５ １．０６

一 般 会 計

行 政 経 費 ２７４ ２６０ １．０５

ＰＦＩ事業検討経費うち民間資金等活用 １４３ １１９ １．２０ ･
官 庁 営 繕 費

合 計 ４７，３００ ４４，４３５ １．０６
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第２ 概算要求の主要事項

[ＩＴ国家の実現に資する官庁施設の整備の推進]

世界最先端のＩＴ国家の実現に資するため、申請、届出等の諸手

続のオンライン化による利便性の向上や行政情報の的確な管理体制

の実現による業務の効率化、迅速化など、行政のＩＴ化を図るため

の電子情報システムの導入等に必要な官庁施設の整備を推進する。

《官庁営繕事業》

函館税務署 （継続）

旭川東税務署 （ 〃 ）

税務署庁舎のＩＴ化のイメージ

１．人間力の向上・発揮－教育・文化、科学技術、ＩＴ

ＩＴ総合窓口ＩＴ総合窓口

国税庁情報
ネットワーク

国税庁情報
ネットワーク

電子申告
　　システム
電子申告
　　システム

税務署

納 税 者

電子納税端末

簡易申告書
　作成端末

情報検索端末
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[中央合同庁舎第７号館等のＰＦＩ方式による整備]

都市再生プロジェクトに指定された中央合同庁舎第７号館及び九

段第３合同庁舎<仮称>の整備について、民間の資金やノウハウ等を

活用した低廉・良質なサービスの提供と民間の事業機会の創出を図

るＰＦＩ方式により、事業に着手する。

民間資金等活用官庁営繕事業等》《

○国庫債務負担行為（新規） 1，０３４億円

・中央合同庁舎第７号館

計画予定地：千代田区霞が関３丁目
事業期間：平成15年度から平成33年度(19年)

・九段第３合同庁舎<仮称>

計画予定地：千代田区九段南１丁目
事業期間：平成15年度から平成32年度(18年)

○ＰＦＩ事業検討経費 [行政経費（継続）］

中央合同庁舎第７号館の整備イメージ

２．魅力ある都市・個性と工夫に満ちた地域社会

文部科学省

会計検査院

民間ビル

民間ビル

金融庁等

官庁棟

官民棟

官民一体的な広場民有地

入居官署

　・文部科学省

　・会計検査院

　・金融庁

国の機関の床面積　約19万㎡

市街地再開発事業の予定範囲

民間施設部分

部分：

部分：
都市計画見直し予定範囲
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[地域のまちづくりに寄与する官庁施設の整備の推進]

地域の特色や創意工夫を生かしつつ都市拠点の形成、良好な市街

地環境の形成を図るため、①官公庁施設と民間建築物等が連携した

シビックコア地区における中核施設となる官庁施設、②中心市街地

の活性化等に資する官庁施設、③地域の歴史・文化を育む官庁施設

など地域のまちづくりに寄与する官庁施設の整備を推進する。

《官庁営繕事業》

七尾第２地方合同庁舎（新規） 旭川地方合同庁舎 （継続）

高松地方合同庁舎 （ 〃 ） 須崎第２地方合同庁舎（ 〃 ）

1 （ 〃 ） 都城地方合同庁舎 （ 〃 ）福 岡 第 地 方 合 同 庁 舎 [増築]

那覇第２地方合同庁舎（ 〃 ）

横浜税関本関 （ 〃 ）

シビックコア地区整備のイメージ

旅客ターミナルビル

民間施設

シンボルタワー

国の合同庁舎

ＪＲ駅 広場
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[安全・安心の確保に資する防災拠点施設の整備の推進]

安全で安心できる生活の実現に資するため、官庁施設が防災拠点

としてその機能を十分発揮できるよう、総合的な耐震安全性を確保

した防災拠点施設の整備を推進する。

また、東南海地震等にかかる防災対策の強化が求められる中で、

耐震安全性が確保されていない既存の防災拠点施設についても、計

画的な耐震対策を実施する。

《官庁営繕事業》

高松地方合同庁舎 （新規） （継続）中 央 合 同 庁 舎 第 ２ 号 館 （ 低 層 棟 ）

（ 〃 ） 旭川地方合同庁舎 （ 〃 )福 岡 第 １ 地 方 合 同 庁 舎 [増築]

新潟第２地方合同庁舎 （ 〃 ）

那覇第２地方合同庁舎 （ 〃 ）

防災拠点施設のイメージ

事務室

情報通信室

防災センター

無
線

高架水槽

大地震動後

自家発電気室等

活動通路の確保

会議室

国内外との通信

事務室

情報通信室

災害対策室

無線 高架水槽

大地震動後

自家発電気室等

ライフライン途絶時の建築設備機能の保持

活動拠点室等の機能保持

活動通路の確保

会議室

災害対策室の例

関係機関との通信
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[官庁施設のバリアフリー化の推進]

高齢者、障害者等すべての人が円滑かつ快適に施設を利用できる
よう、窓口業務を行う事務室の出入口への自動ドア、多機能トイレ
の設置等による高度なバリアフリー化を目指した官庁施設の整備を
推進する。

また、既存官庁施設のバリアフリー化を図るため、窓口業務を行
う官署が入居する庁舎へのエレベーター、スロープ等の設置を推進
する。

《官庁営繕事業》

七尾第２地方合同庁舎（新規） （継続）中 央 合 同 庁 舎 第 ２ 号 館 （ 低 層 棟 ）

中部空港地方合同庁舎（ 〃 ） 新潟第２地方合同庁舎（ 〃 ）

高松地方合同庁舎 （ 〃 ） 須崎第２地方合同庁舎（ 〃 ）

（ 〃 ） 都城地方合同庁舎 （ 〃 ）成 田 空 港 地 方 合 同 庁 舎 [増築]

1 （ 〃 ） 函館税務署 （ 〃 ）福 岡 第 地 方 合 同 庁 舎 [増築]

旭川東税務署 （ 〃 ）

高度なバリアフリー化のイメージ 既存低層庁舎への

エレベーターの設置

．公平で安心な高齢化社会・少子化対策３

点字ﾌﾞﾛｯｸ

ｲﾝﾀｰﾎﾝ付
　案　内　板

緩やかな階段

多機能ﾄｲﾚ

低層庁舎にも
エレベーター

幅の広い廊下

スロープ

玄関自動扉

車椅子用駐車場

車椅子用電話台

窓口事務室に
も自動扉

憩いの空間
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[グリーン庁舎の整備等の推進]

新地球温暖化対策推進大綱(平成14年3月)における住宅・建築物に

係るエネルギー起源の二酸化炭素削減目標(2010年までに1990年比
2％減)を踏まえ、官庁施設について二酸化炭素排出量の削減を図る

ため、環境負荷低減技術を活用したグリーン庁舎(環境配慮型官庁

施設)の整備を推進する。

また、既存官庁施設について、グリーン診断結果に基づき、計画

的なグリーン改修(環境に配慮した改修)を積極的に推進する。

なお、中央官庁庁舎における屋上緑化の整備及び地方合同庁舎へ
の太陽光発電設備の設置を引き続き推進するほか、中央官庁庁舎の

省エネルギー対策を積極的に推進する。

《官庁営繕事業》

七尾第２地方合同庁舎（新規） （継続）中 央 合 同 庁 舎 第 ２ 号 館 （ 低 層 棟 ）
中部空港地方合同庁舎（ 〃 ） 旭川地方合同庁舎 （ 〃 ）

高松地方合同庁舎 （ 〃 ） 新潟第２地方合同庁舎（ 〃 ）
（ 〃 ） 須崎第２地方合同庁舎（ 〃 ）成 田 空 港 地 方 合 同 庁 舎 [増築]

1 （ 〃 ） 都城地方合同庁舎 （ 〃 ）福 岡 第 地 方 合 同 庁 舎 [増築]

（ 〃 ） 那覇第２地方合同庁舎（ 〃 ）名古屋税関麻薬探知犬管理センター
函館税務署 （ 〃 ）

旭川東税務署 （ 〃 ）

４．循環型社会の構築・地球環境問題への対応

グリーン庁舎イメージ図

太陽光の利用屋上緑化

25%点灯 50%点灯 70%点灯

750lx

照明制御

昼光

・ 雨水利用
・ 排水再利用　　　　　　　　など

水資源の有効活用

・昼間の明るさを利用して、照明エ
ネルギーの削減を図る。

・ 高性能ガラス
・ 複層ガラス
・ 外断熱　　　　　　　　　　　など

高断熱化

・ 変風量制御
・ 変流量制御　　　　　　など

搬送動力の削減

・ 高効率照明器具
・ 高効率変圧器
・ 高効率熱源　　　　　　など

・ 落葉樹による日射のカット
・ 自然換気
・ 庇による日射のカット
・ 透水性舗装

750lx 750lx750lx
・ エコマテリアル         など

自然の活用等

主要機器の高効率化
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(1) 事業評価の実施

新規事業にかかる費用対効果分析を含む新規事業採択時評価及び

事業完了後一定期間を経過している事業に係る事後評価を引き続き

推進する。

(2) 連携施策等の一層の推進

まちづくり施策（シビックコア地区整備）、環境施策（グリーン

庁舎の整備等、公共事業におけるゼロエミッションの推進）及び防

災対策（防災拠点施設の整備）に関し、引き続き他府省も含めた事

業間連携を一層推進する。

(3) コスト縮減対策

平成１３年３月に策定された「公共工事コスト縮減対策に関する

新行動計画」に基づき、直接的な工事コストの低減に加え、ライフ

サイクルコストの低減等の視点も踏まえた総合的なコスト縮減対策

を引き続き推進する。

(4) 官庁営繕事務の統一化

各府省における施設整備に関し、営繕業務の合理化・効率化の観

点から、技術基準類の統一化、環境負荷低減対策の推進及びＰＦＩ

事業の先導的実施等により、官庁営繕事務の統一化を推進する。

(5) 既存ストックの有効活用

既存の官庁施設ストックについて、長期耐用性の確保の観点から、

適正な維持管理等の実現に努めるとともに、施設機能の回復、改善

を図るための修繕等を適切に実施することにより、有効活用を推進

する。

．事業の効率化・透明化に向けた取組み５
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( 1 )官庁施設のライフサイクルを通じた電子情報
流通環境の構築手法検討経費 （新規）

官庁施設のライフサイクルサポートの実現に資するため、官庁施

設の設計、施工、運用等の各段階の電子情報を円滑に流通させ、高

度に活用するための交換標準及び電子納品要領について検討する。

(2)施工品質向上や民間技術開発を促進する仕様書

体系の再構築検討経費 （新規）

民間企業の技術力、競争力の向上や建設費のコスト縮減に資する

ため、仕様書における性能規定のあり方を検討するとともに、社会

的ニーズの変化に迅速に対応できる仕様書体系の構築について検討

する。

(3)官庁施設の運用段階における機能発揮の効率化

のための方策検討経費 （新規）

官庁施設における良好な執務環境の確保、ライフサイクルコスト

の低減、環境負荷低減等の実現に資するため、施設機能を効率的に

発揮させるための保全状況の評価及び改善方策について検討する。

(4)官庁施設のユニバーサルデザイン検討経費 （継続）

高齢者・障害者等すべての人が自立した個人として参画できる社

会の実現に資するため、ユニバーサルデザインの考え方に基づいた

官庁施設の整備を実施するための検討を引き続き行う。

(5)官庁施設の保全業務支援システムの検討経費 （継続）

官庁施設の長寿命化やそのストックの有効活用に資するため、官

庁施設に対する社会的ニーズを把握し、適正な保全に必要な情報の

管理や長期的な修繕計画の作成等を目的とした保全業務支援システ

ムの検討を引き続き行う。

６．新たなニーズに対応し、効率的な官庁施設の整備を推進
するための調査検討 （行政経費）
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第３ 主要事業箇所等

（単位：百万円）

１ ５ 年 度 １ ６ 年 度
区 分 全 体 計 画 構造・規模等

要 求 以 降

官 庁 営 繕 事 業

中 央 合 同 庁 舎
5,801 1,901 － RC-0-4 11,188㎡

第２号館（低層棟）

中央官衙地区整備費 － 105 －

計 － 2,006 －

（単位：百万円）

１ ５ 年 度 １ ６ 年 度
区 分 全 体 計 画 構造・規模等

要 求 以 降

１．官庁営繕事業

（ 地 方 合 同 ）

※ 七尾第２地方合同 1,435 500 931 RC-4 4,576㎡
1,300国庫債務負担行為

※ 中部空港地方合同 2,792 708 2,080 S-4 7,408㎡
2,700国庫債務負担行為

※ 高 松 地 方 合 同 11,720 300 11,414 S-13-2 31,175㎡
11,600国庫債務負担行為

※ 2,314 104 2,210 SRC-7-2 6,900㎡成田空港地方合同(増築)

2,100国庫債務負担行為

※ 6,263 1,350 4,913 SRC-10-1 17,943㎡福岡第１地方合同(増築)

6,140国庫債務負担行為

旭 川 地 方 合 同 5,318 1,500 815 SRC-6-1 13,760㎡

新潟第２地方合同 6,103 1,800 4,099 SRC-7-1 17,071㎡

１．中央官庁庁舎

２．合 同 庁 舎
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（単位：百万円）

１ ５ 年 度 １ ６ 年 度
区 分 全 体 計 画 構造・規模等

要 求 以 降

須崎第２地方合同 1,427 941 － RC-4 3,936㎡

都 城 地 方 合 同 2,826 978 － SRC-7 7,392㎡

那覇第２地方合同 4,865 1,259 － RC-4-1 10,146㎡

八雲地方合同、下館地方合同、敷 地 調 査 － 13 －
熊本第１地方合同

合 計 － 9,453 － 23,840国庫債務負担行為

２．特定施設整備事業

（ 地 方 合 同 ）

松 江 地 方 合 同 4,034 1,834 － SRC-7 13,980㎡

（ 港 湾 合 同 ）

福 岡 港 湾 合 同 2,990 2,486 － SRC-8外 9,991㎡

合 計 － 4,320 －

（注)１．※印は平成１５年度新規着手事業である。

２．凡 例 … S-4：鉄骨造・地上4階建、RC-4：鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造・地上4階建、SRC-13-2：鉄骨鉄筋ｺﾝｸ

ﾘｰﾄ造・地上13階・地下2階建。

（単位：百万円）

１ ５ 年 度
区 分 摘 要

要 求

2,916 函館税務署官 庁 営 繕 事 業
ほか３施設
国庫債務負担行為 650

13,249 裁判所職員総合研修所（仮称）特 定 施 設 整 備 事 業
ほか３施設

３．一 般 庁 舎
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（単位：百万円）

１５年度国庫 年 割 額
事 項 債務負担行為

限 度 額 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度

一 般 会 計

官 庁 営 繕

合 同 庁 舎 23,840 2,950 9,000 7,690 4,200

一 般 庁 舎 650 100 550 － －

施設特別整備 800 230 570 － －

合 計 25,290 3,280 10,120 7,690 4,200

（単位：百万円）

１５年度国庫債務
事 項 支 出 年 度

負担行為限度額

一 般 会 計

101,839 中央合同庁舎第7号館民間資金等活用
平成19年度から平成33年度官 庁 営 繕

九段第3合同庁舎<仮称>
平成18年度から平成32年度

特定国有財産
整備特別会計

1,554 中央合同庁舎第7号館民間資金等活用
平成19年度から平成33年度特 定 施 設 整 備

合 計 103,393

４．国庫債務負担行為要求内訳

５．ＰＦＩ国庫債務負担行為要求内訳


